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1.は じめ に
　経済発展の過程において、人的資本の重要性、中でも教育資本の大きさや成長率の重要性を

























































間の計8年 間を義務教育に制定 しようとする動きもある。第5次5力 年計画(1997-2002年)
の中で、同国の貧困問題を解決する柱として教育水準の向上を重視 してお り、教育部門へ配分
される予算は着実に増加 している。2006年においては、教育への予算配分が全予算の15%を超








成 人 識 字 率
(15歳以 上)
(1995-2005)










バ ン グラ デ シ ュ 47.5 63.6 94 44 20
パ キ ス タ ン 49.9 65.1 68 21 24
イ ン ド 61.0 76.4 89 n.a. 22
ス リ ラ ンカ 90.7 95.6 97 n.a. n.a.
ネパ ー ル 48.6 70.1 79 n.a. n.a.
(出所)Human　Development　Report　2007-2008。





















発への貢献を 目的とした高等教育の量的拡大 ・質的向上に関する施策を策定 した。 しか し、現
実には財政予算にも限 りがあることから、政府は高等教育にもっと多 くの資源を配分 したいと
























バ ン グ ラデ シ ュ 2.5 14.2 38 48 14
パ キ ス タ ン 2.3 10.9 n.a. n.a. n.a.
イ ン ド 3.8 10.7 31 51 18
ス リ ラ ンカ 3.2 n.a. n.a. n.a. n.a.
ネ パ ー ル 3.4 14.9 53 28 12
(出所)表1に 同 じ。
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(出所)Statistical　Yearbook　of　Bangladesh　1985,1986,1987,1989,1991,1993,1995,1997,2000,2006によ り、 筆者 が 作
























比較 して、絶対額においても、また対GDP比 においても低い。 しか し、生徒が5年 の初等教
育を卒業するのに平均8.7年(94年)かか っているため、仮に5年 で卒業させることができた
ならば63.5ドル しかからなか ったところ、実際はその額 よりも74%も高い110.5ドルもかかっ
てお り、かな りの資源の無駄が生 じている(World　Bank、2000)。更に、　UNICEF(1992)に
よって行われた調査によれば、初等教育を卒業するために必要な、読み、書き、口頭での算術、



































































　 (産業構 造 変 化 要 因)　　　 　 　 (学歴 構 成 変 化 要 因)　　 　 　 　 　 　 　 　 (交絡 項)
Li(0):2000年の学 歴iの 産 業 別 就 労 人 口、　Li(t):2003年の 学 歴iの 産 業 別 就 労 人 口、




働市場は 「教育」産業に就 く人材に高い学歴を求めていることを意味 している。このことは、
上級中等学校卒において 「教育」産業の拡大(=産 業構造要因)に よって労働力が増加 してい
る一方で、学歴構成要因によっては労働力が減少 していることから、上級中等学校卒の学歴者
が高等教育卒の高学歴者によって代替されていることからも裏付けられる。学歴構成要因によ












(2003)産業構造 学歴構成 交絡項 増加数
総数
(2003)産業構造 学歴構成 交絡項 増加数
農 林 漁 業 122600013154322083434623 38700024300037158一26935 一4223 6000
鉱　　　 業 8000 一6034 6722一3687 一3000 3000 一2743 1646 一903 一2000
製　造　業 30400042773一1525 一248 4100014200019353 3136 510 23000
電 気 ・ガ ス ・水 21000一10216 一7990 2206一16000 43000一4970 41402一11432 25000
建　　　 設 92000 26237 543 219 27000 42000 33907一54078一21829 一42000
卸 売 ・小 売 77800051895 74148 5957 13200020200018155一39021 一3135 一24000
ホテル ・飲食業 33000 2955 一872 一83 2000 8000 572 1304 124 2000
運 輸 ・通 信 13800021813 13288 2899 38000 43000 15051一33700 一7351 一26000
金　　　　融 63000一5190 一14743 933 一19000 115000一7025 11770 一745 4000
不　動　産 51000 6287 2359 353 9000 49000 6886 一3380 一506 3000
公　　　 務 34900060729 23711 5560 9000021700048302一30217 一7085 11000
教　　　 育 40600046573一7610 一963 38000545000 50370 8577410855147000
医 療 ・社 会 18200052993 3123021776 10600011700050204 一3066 一2138 45000
そ　 の　 他 197000一30484 一12061 1545 一41000 33000一17291 一97152 12443一102000
合　　計 384800039187632803571090 7910001802000247929一142517一35413 70000
(出所)Report　on　Labour　Force　Survey　in　Bangladesh　1999-2000、2002-2003によ り、 筆 者 が推 計 。
　一方、「農林漁業」、「建設」、「卸売 ・小売」、「運輸 ・通信」、「不動産」、「公務」、「医療 ・社
会」に関 しては、高等教育卒の労働力が学歴構成要因によって減少 しているのに対 し、上級中
等学校卒の労働力は学歴構成要因により増加 している。どちらの学卒の労働力も産業構造要因








　Shultz(1963)は、教育投資などを通 じた人的資本の蓄積 と高い所得を通 じた経済成長の関



























等教育卒の学歴を持 っている男性の年収益率は、中級中等教育を修了 した男性 よりも5.5%
(女性は一3.9%)高かった。そ して、高等教育卒の学歴を持 っている男性の年収益率は、上




















いだ外貨に対 して有利な為替 レー トで交換されるといった幾つかの輸出促進制度が構築された。
現在、外貨の7割近 くを稼 く縫 製業の発展 もエルシャ ド期の80年代半ぽに始まった ことに時宜
を一致する(内 田、2006)。
　バングラデシュは89年には"100年に一度"と いわれる大洪水に見舞われて、0.5%の低い成
長率にとどまった。 しか し、総選挙によってジア(1991-95年)率いる15年ぶ りの民政政権
(バングラデシュ国民党)が91年に誕生すると、バングラデシュは政治的にも経済的にもオー












　尚、時系列分析で しば しぼ起 こる系列相関の問題(誤 差項の相関)を 回避するために、「教
育予算の対数値」を説明変数に加えた。教育予算を説明変数に加えずに、各教育機関の学生数
だけを説明変数に して推計すれば、ダービン ・ワトソン比が0.83にな り、有意水準5%の 片側
検定で1階 の正の系列相関が起きて、推計結果を歪める恐れがある。教育予算を説明変数に加









　 　 が 作 成 。
　推計結果は、表4に 示されている。「高等教育の学生数」が 「一人当た りGDP」を説明する
有意な変数(1%の 有意水準)と して発見された。一方、「初等教育の学生数」および 「中等
教育の学生数」は 「一人当た りGDP」を説明する有意な説明変数として確認されなか った。
上でも述べたように、バングラデシュの初等教育が90年代前半には義務教育となった後、初等
教育の学生数が90年代後半には頭打ちになる中、高等教育の学生数は2000年以降も高い伸び率
を示 している。同国の一人当た りGDP成 長率が高い伸びを示 したのは、90年代後半以降であ
ることから、初等教育の学生数よりも高等教育の学生数との因果関係が強いことが推察される。





























れを考察するに当ってのデータセ ットとして、2000年の 「64各県の一人当た りGDP」(単位:
タカ)を被説明変数に選び、2001年の 「各県の成人(15歳以上)の 識字率」、2000年の 「各県
の人口」(単位:百 万人)を 説明変数に選んだ4)。各県の成人識字率である人的資本のス トッ
ク変数が各県の一人当た りGDPに もたらす影響を検証するために、これら64個のデータセ ッ
トを用いて重回帰分析を行った。
　推計結果は、表5に 示されている。地域別クロス ・セクション分析で一人当た りGDPの 説
明要因に注 目すると、「成人識字率」および 「人口」が 「一人当た りGDP」を説明する有意な
変数(ど ちらも1%の 有意水準)と して発見された。これは成人識字率が高い県ほど、その県
の一人当た りGDPが 大きいこと、すなわち経済水準が高いことを意味する。また、人口が有
意な変数として発見されたことは、人口規模の大きな県には大きな人的資本ス トックを持った
人材が多 く集積 している結果、県の一人当た りGDPが 大きくなっていることを意味する。こ
のことは、多数の企業が空間的に集中することによって、個別企業の収入が増加するとい う集
積の経済に似たメカニズムが働いていると推察できる。
　性別に分けて推計 してみると、「成人男性識字率」も 「成人女性識字率」 も 「一人当た り
GDP」を説明する有意な変数 として発見された。但 し、「成人男性識字率」は1%の 水準で有
意であったのに対 し、「成人女性識字率」は10%の水準で有意であった。また、「成人男性識字
率」の回帰係数は 「成人女性識字率」のそれよりも2倍弱大きい。このことより、「成人女性




















(注)***、**、*はそれ ぞれ1%、5%、10%の 水準 で統計 的に有意 であるこ とを示す。括弧 内は、t値。








人(15歳以上)の 識字率」を被説明変数に、2000年の 「各県の一人当た りGDPの 対数値」、
1997-2000年(4年間)の 「各県の年平均経済成長率」、2000年の 「各県の人口」(単位:百 万
人)を 説明変数に選んで、64個のデータセ ットで重回帰分析を行った。
　推計結果は、表6に 示されている。「一人当た りGDPの 対数値」が 「成人識字率」を説明




いる。但 し、被説明変数を性別で分けてみると、「成人男性識字率」の場合には 「一人当た り













一1 .337(-0.81) 一1 .200(-0.77) 一1 .453(-0.79)
各県の人口 0.570(0.68)0.147(0.18)O.777(0.83)
定数項 一64.296(-1.43) 一61.945(-1.45) 一38.924(-0.78)
自由度調整済み決定係数 0,108 0,099 0,049
(注)***、**、*はそれ ぞれ1%、5%、10%の 水準 で統計 的に有意 であるこ とを示す。括弧 内は、t値。
　一方、推計結果より 「年平均経済成長率」および 「人口」は 「成人識字率」を説明する有意
な変数ではないことが示された。 これは、「成長率」という4年間の県の景況を表わ している
のに過ぎない変数よりも、「一人当た りGDP」とい う県の経済水準を表わす変数の方が 「成人
識字率」を説明する要因になっていることが示唆される。 また、「人 口」が 「成人識字率」を
説明する変数になっていない要因として、県の人口規模が大きくなれぽなるほど、クラスサイ
ズの拡大、教材の不足、対教員 ・生徒比率の大きさといった教育のインプット的要素が、本来、


















　一方で、残された研究課題 も多い。第一の課題は、NGOな どのイ ンフォーマル教育の経済
発展への影響にも注 目する必要がある。大塚 ・園部(2003)によれぽ、フォーマルな学校教育
は発展 レベルの低い国の産業発展に関 してはあまり重要ではない。バングラデシュのように、
NGOが多 くの分野において 「第二の政府」的役割を果た している開発途上国においては、イ
ンフォーマル教育による経済発展への貢献も検討される必要がある。その方策として、バング




においても行 う必要がある。その理 由として、今回の分析結果では 教育(識 字率)と 経済発
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